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国土交通省 空き家解体費用の８割補助 災害時の危険を減らす 

国土交通省は２０１３年度にも、使わなくなった空き家を個人が解体する費用の一部

を補助する方針。国と自治体で合わせて費用の最大５分の４を支援する。大地震等が

起こった場合、空き家が倒壊して都心部の避難路を塞ぐ危険があることから支援体制

を強化する。補助の対象となるのは空き家の所有者。解体する場合、国と自治体がそ

れぞれ最大で５分の２を支援する。ただし、解体して建物がなくなると住宅用地の優

遇措置の対象から外され、固定資産税が数倍に跳ね上がるため、将来的には資産課税

方法を見直す必要もあるとみられる。 

立川駅北口の米軍基地跡 病院が移転計画 

ＪＲ立川駅北側の米軍基地跡地に、立川相互病院が移転する。土地は国が所有してお

り、病院を運営する医療法人を含む４者が国と購入契約を締結する。立川市は広大な

同跡地の有効活用により発展した経緯があり、さらに駅北側の再開発が進む見込み。 

現在、同駅南口にある病院は建物の老朽化が進んでいた。移転時期など未定。移転先

は商業施設があるファーレ立川の北側約１万１５００㎡。周辺一帯の土地は終戦後に

米軍が基地として使用し、１９７７年に日本に返還された。一部の敷地では、イケア

が２０１４年オープン目指し工事中。 

東京都 水源維持へ奥多摩町と山梨の民有林購入 

東京都は奥多摩町と山梨県小菅村の約３６ｈａの民有林を購入した。都民の水道水を

ためる小河内ダム上流に位置しており、荒れた民有林から土砂が流出することを防ぎ、

水源の維持につなげる。都は水源林購入のモデル事業を２０１０年から実施しており、

実際の購入したのは初めて。奥多摩町の１．５ｈａと小菅村の３４．５ｈａの森林の

土地と立木を所有者より購入した。面積は東京ドーム換算で８個弱で、購入金額は約

４４００万円。都は購入した山林で間伐や枝打ちなどを行い、雨水を蓄える山林の機

能を維持する。 

都内の６５歳以上過去最高の２７５万人 総人口の２０．９５％ 

東京都がまとめた２０１３年１月時点の住民基本台帳に基づく都内の総人口のうち、

６５歳以上の老年人口は２７５万人で総人口に占める割合が２０．９５％に上った。

昨年（２０．７６％）を上回り過去最高。また１世帯あたりの人数は１．９８人で過

去最少を更新した。都内の総人口は１３１３万人で昨年比４４万人（３．５％）増。

昨年に外国人登録制度が廃止されたことに伴い、新たに住民基本台帳で集計されるよ

うになった外国人３９万人が総人口を押し上げた。１世帯当たりの人数では、新宿区

の１．６２人が最も少なく江戸川区が２．１３人で最多だった。 

不動産適正取引推進機構における相談事例紹介㉑ 

【相談者】中古住宅を媒介した業者【内容】決済前の売主の境界明示で境界標の確認

ができなかった。買主が「媒介業者には土地の境界確認の義務がある」と主張。業者

は「契約にあるとおり、境界の明示義務は売主にある」と主張。【考え方】標準の売

買契約書は「売主は買主に対し、本物件引渡しのときまでにその立会いのもとに、現

地において境界を明示しなければなりません。」としている。この約定は売主の説明

義務を約し、業者の調査義務について定めたものではないが、業者には「仲介業務の

本旨に従い善良な管理者の注意をもって、売買契約が支障なく履行され、売買当事者

双方がその契約の目的を達成するよう配慮する義務を有し、（略）売買対象土地の範

囲が不明確な場合はその境界を明示して買主に土地建物買受の目的を達成させ損害

の発生を未然に防止すべき義務があるというべきである。（大阪高判昭和６１年１１

月１８日判決）」とされている。売買対象物の特定は媒介業務の第一歩。広告・現地

案内も境界を前提とした説明。越境の判定も境界の認識に基づく。ポイント不明や紛

争が存在する場合は、売主に、重説までに方向性を決定するようアドバイス。業者に

はトラブルの未然防止も求められる。 

 

ＴＲＡ不動産相談室のお知らせ 

所在地：新宿区西新宿７－４－３升本ビル２階（小滝橋通り沿い、１階東邦銀行） 

ＴＥＬ：０３（５３３８）０３７０ ＦＡＸ：０３（５３３８）０３７１ 

平成２５年５月「ＴＲＡ不動産相談室」日程は下記のとおりです。各日とも１３：００～１６：００ 
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不動産取引に関する電話相談 毎週月・水・金曜日   

相談応対は経験豊富な専門家が行います。 

不動産取引に関する面談相談 毎週火・木曜日 
相談応対は弁護士が行います。予め電話にて予約を入れたうえで来所ください。 


